
公法学 

個人の尊重を基底とし統治の基本的枠組みを定める憲法や憲法的諸価値の具体化をはかる

行政法等を対象とする公法学を学ぶことで、国をはじめとする公共団体の組織と権限、公

権力の行使にあたって必要な法的根拠と踏むべき手続、違法な公権力の行使に対する不服

申立ておよび賠償請求の仕方、憲法上保障されたさまざまな権利の範囲やその制約の合憲

性を判断する基準等を知ることができる。国や地方公共団体の選挙での投票や各種の直接

請求等の市民による政治参加の仕組みや条件を学ぶことは、われわれの意見を政治の場に

反映する上で役立つ。公法上の知識は、情報公開法や情報法等、関連する分野を学ぶ前提

ともなるし、労働法、社会保障法、知的財産権法等、公法の組織・手続等を利用する他の

法分野の理解を進める上でも役立つ。より一般的には、社会全体の中長期的利益を実現す

る公的権力の存在理由とそれに対する法的統制の必要性と論理を理解することができる。 


